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FDI の要因に関する比較研究

衣 長軍＊

�．はじめに

対外直接投資（Foreign Direct Investment; FDI）

は資本輸出に端を発している。１８５０年代、イギ

リスはその植民地、半植民地に対する支配を強

めるため、資本輸出を始めた。その後各資本主

義国は市場を支配・独占、利潤極大化を追求す

るため、相次いで資本不足国に対する投資を開

始した。しかしながら、当時の資本輸出の多く

は対外間接投資の形で行われた。欧米の FDI

は１８６５年ドイツバイエル（Bayer）社がアメリ

カでアニリン化学工業工場を設立したことに始

まった。その後、アメリカのシンガー（Singer）

社はイギリスで工場を立ち上げ、そこで生産し

た「シンガー」ブランドのミシンは世界各地で

販売された。それに、アメリカのジレット

（Gillette）社はイギリスに直接投資をし、ス

ウェーデンのノーベル（Nobel）社はドイツで

化学工業工場を設立した。

歴史の発展プロセスからみれば、FDIは資本

主義国の国内資本が過剰で、かつ国内市場が飽

和し、新規市場の開拓に余裕があるという背景

の下に発生したものである。資源配分の「パレー

ト最適」を実現するために、多くの企業はリス

クを負い、海外進出を図った。一方、海外投資

の巨大な利潤も、多国籍企業の国際競争力を向

上させた１）。周知のように欧米の FDI理論・実

践はすでに１００年以上の歴史を持っている。対

して、改革・開放に伴い、海外へ進出する中国

企業の投資活動は僅か２０年あまりである。した

がって、本論は外国企業における FDI戦略要

因の比較分析を通して、「新参者」である中国

企業の FDI理論と戦略策定へ寄与することを

目的としている。

�．アメリカの FDI の戦略要因

アメリカは最も早くから FDIを展開する国

の一つである。早くも１９世紀末２０世紀初期に、

独占資本の形成に伴い、アメリカ企業は資本輸

出と拡張を始めた。FDIはアメリカ対外経済進

出の重要な手段となった。第二次世界大戦後、

各国は経済回復に取り組んだため、アメリカの

資本輸出にいいチャンスを与えた。世界金融に

おける米ドルの支配的地位を築き上げながら、

アメリカは世界最大の資本輸出国となった。

１９４５－２００５年間（表１）、アメリカの FDIは

２０，０９８億米ドル増加し、年間平均増加値は３４１

億米ドル、１９８９年と１９９０年に日本に、１９９９年と

２０００年にイギリスに追い越された以外、アメリ

カの FDI流出量がずっと世界トップであっ

た。２００８年の世界金融危機に遭遇しても、アメ
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リカは３，１１８億米ドルの投資総額で資本輸出量

世界１位の座を確保していた２）。

アメリカ企業 FDIの理論ベースはハイマー

（Stephn H. Hymer）とキンドルバーガー（Char-

les P. Kindleberger）が提唱した「独占的優位性

説」である。独占的優位性説によると、市場の

不完全性より、多国籍企業は独占的優位性を持

ち、地元企業より有利な競争優位を獲得でき、

さらに、FDIを通して、地元企業より多い独占

利潤を獲得することが可能となる。これはアメ

リカ企業が FDIを行う根本的な動機と狙いで

ある。ハイマーは、企業が FDIを行う条件を

以下の２点にまとめた３）。�企業は独占的優位

性を確保している、�「市場の不完全性」の存

在４）。アメリカ企業の FDIは独占的優位性の産

業から始まり、さらに�ハイテクと独占産業を

中心とする、�資金集中ではなく、技術集中を

重視し、工業製品差別化戦略に頼ることが特徴

である。

一般的に、イノベーションはリニア型イノ

ベーション、組み替え型イノベーション、カテ

ゴリ創出型イノベーションに分けられる。アメ

リカの多国籍企業の優位はリニア型イノベー

ションと組み替え型イノベーションにある。リ

ニア型イノベーションは初めて導入され、経済

に重大な影響を与えるイノベーションを指し、

ある産業をリードし、国際競争の本質を根本的

に変える新商品が多い。組み替え型イノベー

ションは重大な革新とは限らないが、科学との

関連性はカテゴリ創出型イノベーションより大

きい。組み換え型イノベーションは新技術に対

する産業の支配を突破し、新旧コアコンビタン

スの交替を行い、イノベーション自体の持続性

もあり、産業技術の革新を引き起こすことがで

きる５）。アメリカの多国籍企業はこのようなイ

ノベーション優位を活かして、独占的産業ある

いは製品を形成することができ、よってローカ

ル市場を支配し、利潤の極大化を図ることが可

能となる。日本の学者小島清は、「新製品の技

術差別化を利用して、独占的利潤を獲得するた

め海外投資を行う」とアメリカ型 FDIの主な

特徴を指摘した６）。一方、ある原材料、エネル

ギー（例えば石油などの自然資源）、工業市場

に対する独占・支配、生産コストの削減、生産

効率と企業国際競争力の向上もアメリカ企業が

FDIを行う主な要因である。

�．日本の FDI の戦略要因

日本企業の FDIは欧米諸国より半世紀遅れ

ており、第二次世界大戦終了後、日本は全ての

対外投資能力を消耗してしまった。戦後の経済

回復に伴い、１９５１年に日本は FDI活動に取り

組み始めた。日本企業の FDI発展が迅速で、

かつ浮き沈みも激しいと言ってよい。１９５１－

１９８０年の３０年間日本の多国籍企業における FDI

総額は１９６億米ドルで、年間平均投資額は３．３億

米ドル未満であった。１９８０年代半ば以降、日本

企業の FDIは飛躍的な発展を果たし、１９８９年

と１９９０年、日本企業の FDI総額はそれぞれ６７５

表１ アメリカの FDI残高の推移 単位：億米ドル

年 １８９７ １９４５ １９８０ １９９０ ２０００ ２００２ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８

流出量 ６ ８４ ２，１５４ ４，３０５ １２，９３４ １８，３４０ ２０，１８２ ２２，４２４ ２６，２０８ ２９，３６２

出所：１８９７－２００５年データは蘇麗萍「対外直接投資理論・実践と中国の戦略選択」『厦門大学博士課程学位論文』
２００６、２００６－２００８年データは UNCTAD「２００９年世界投資報告書」より作成。
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図１ 戦後日本の FDI流量の推移

出所：２０００－２００５年データは UNCTAD「２００６年世界
投資報告書」；１９５１－１９９９年データは「対外直
接投資理論・実践と中国の戦略選択」『厦門大
学博士課程学位論文』２００６；２００６－２００８年デー
タは UNCTAD「２００９年世界投資報告書」より
作成。

億米ドルと５０５億米ドルを記録し、２年連続で

アメリカを追い越して、世界最大の FDI国と

なった。しかしながら、１９９０年代に入り、バブ

ル経済がはじけてから、日本経済は長期的な不

況に陥り、日本企業も FDIの大幅調整と国際

投資地位の低下段階に入った。近年来、日本企

業による FDIは回復しつつある。２００４年の投

資総額は３１０米ドル、２００５年は４５８億米ドルに上

り、世界第４位に占めている。また、経済危機

の悪化に伴い、世界中の FDIは２００７年ピーク

時の１９，７９０億米ドルから２００８年の１６，９７０億米ド

ルへ、１４％減少した。その一方、日本の FDI

は２００７年の７４０億米ドルから２００８年の１，２８０億米

ドルへ、７２％増加した。史上最大の増加率を記

録し世界第４大投資大国の座を維持した７）。

日本は資源に制約があるため、長期に渡って

「貿易立国」の発展戦略を実施しており、対外

貿易の発展・拡大を中心に FDIを展開してき

ている。しかしながら、日本の国内経済発展の

段階性より、投資の目的と要因も違う。１９５０年

代、日本の FDIの多くは自然資源の供給を確

保する目的の資源開発型で、戦後日本経済の飛

躍に必要であった８）。１９６０年代以降、一部の発

展途上国（例えば、アジア、ラテンアメリカな

ど）は工業化から輸入へ転換する発展戦略を実

施し、先進国から輸入する工業製品に対して高

関税と数量制約などの措置を採ったため、日本

はこれらの国に対する直接投資の促進を通して

海外市場を確保することに余儀なくされた。そ

の理論ベースになったのは日本の学者小島清の

「比較的優位性説」である。この説によると、

各国間の資源差異が存在しているため、一国の

比較劣位化している産業は他の国にとって潜在

的な比較優位産業になるかもしれない。投資国

企業は受入国へ投資し、相手国の潜在的な比較

優位産業を顕在的な比較優位産業へ転換させ

る。日本は比較劣位、あるいは比較劣位化しつ

つある産業から FDI進出をし、比較優位産業

の輸出を拡大する。こうして、産業の国際的移

転が可能となり、日本の対外貿易を促進するこ

ともできる９）。一方、海外市場シェアを高める

ほか、FDIを通して先進国の先端技術を獲得す

るのも日本企業の先進国に対する直接投資の狙

いである。

１９７０年代国際競争力の向上と貿易収支黒字に

従って、日本は貿易自由化と資本自由化を契機

として、FDIを通じて海外市場を拡大する戦略

を実施した。１９８０年代、貿易収支赤字の悪化に

伴い、日本と欧米主要貿易相手国間の貿易摩擦

が激しくなり、日本企業は欧米に対する FDI

の拡大、現地化生産の促進を通して貿易摩擦を

緩和せざるを得なかった。１９９０年代に入ってか

ら、円高の影響を受けて、海外生産の拡大を通

してコストの削減、国際競争力の向上を図るこ

とが急務となった。日本企業のアジア諸国への

投資は主に比較的低廉な労働力と原材料を入手

するためである。と同時に、日本企業は経済の

グローバル化と地域経済の一体化という発展傾
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向に適応するため、相次いで国際化戦略を実施

した。主に�欧米先進国へ投資し、EUと北米

自由貿易区に進出する、�東アジア経済地域の

内部市場を支配するため、アジア特にアセアン

各国に対する投資を拡大する１０）。

�．中国の FDI の戦略要因

発展ペースを調整しながら今日に至った中国

企業の FDIは、改革・開放がもたらしてきた

結果である。１９７９年から１９８４年の６年間、中国

が許可した非貿易型 FDI企業は１１３社、年平均

２０社未満、１社当たりの投資額は１７０万米ドル

であった。１９８５年から１９９２年の８年間、中国が

許可した非貿易型 FDI企業は１，２５０社、１社当

たりの投資額は２８０万米ドルあまりであった。

１９９３－１９９８年、FDI活動が中国マクロ経済とア

ジア金融危機の影響を受けて、減少に転じた。

６年間に許可された非貿易型 FDI企業は計

１，０３３社、１社当たりの投資額は１８０万米ドルま

で減少した。１９９９年中国政府が「走出去（海外

進出）」政策を打ち出した。中国企業による FDI

は新しい時代を迎えた。２００８年末まで、海外で

創立された中国企業は累計１万社を超え、投資

総額（非金融投資）は１，３８８．５億米ドルあまり

まで上った。これらの企業は世界の１６０数国・

地域に散在し、貿易、エネルギー開発、工業生

産・加工、交通運輸、観光、建築、研究開発、

コンサルタント、農業及び農産品総合開発など

の分野に及んだ。

さらに、この時期における海外投資の主体

は、国営企業一色から国営企業主導下の多元化

発展へと変わった。数多くの民営企業、たとえ

ば東方グループ、新希望グループ、遠大グルー

プ、万向グループ、華為グループ等の民営企業

は積極に国際市場を開拓し、中国 FDIの新税

軍となった。この多難な発展プロセスは発展途

上国たる中国の実情、中国企業海外進出戦略と

欧米諸国 FDI実践活動に対する認識と深化の

プロセスでもある。

３０年の改革・開放を経て、中国経済の国際化

程度も大幅に高められた。しかしながら、国際

化はまだ商品交換の国際化にとどまり、生産国

際化を見てみると、中国に対する外国資本の投

資が大幅に増加していきたが、資本国際化と生

産国際化における中国企業の参与度はまだ低

い。中国企業の FDIスキルはまだ初級発展段

階にとどまっていると言えよう。これは中国の

商品輸出が多く、資本輸出が少ないこと、商品

対外貿易と資本対外投資はまだうまく転換でき

ないこと、外資利用が多くて対外投資が少ない

こと、資本流出入のギャップが大きいことに現

れる（表２）。

周知のように、一国の対外貿易発展程度は直

接に FDIを影響する。輸出貿易は FDIの先導

となっており、企業の国際化も輸出貿易から

FDIへの発展プロセスを経過する必要がある。

よって、一国の貿易輸出（輸出依存度指標）を

用いて海外投資の成熟度を推測することが理論

的に可能である。国際経済理論と各国の実践に

明かされたように、開放経済の違う段階におい

て、国際貿易と国際投資が貢献できる相乗効果

が違う。輸出貿易の発展が期待できる場合、貿

易効果が顕著となる。貿易がある程度まで発展

してから FDIの効果が現れてくる１１）。表２の

データから、ここ２年の輸出依存度が低下して

きたが、全体的に上昇傾向にあることが窺え

る。２００１年の２０．１％から２００８年の３２．５９％まで

１２．４９％増加した。

また、商品輸出と比べてみれば、中国企業の

対外投資総額は取るに足りない。２００１－２００８年

の年平均対外投資額（１２９．０３億米ドル）は、年
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平均商品輸出額（７，３４７億米ドル）の１．７５％に

過ぎなかった。海外投資の一番多かった２００８年

でも、資本輸出と商品輸出の比率は僅か２．８％

であった。これは現在の中国では、FDIより輸

出貿易の役割が大きいことを表している。しか

しながら、歴史上の貿易事実から証明できるよ

うに、単純な商品輸出は国際貿易に参与する各

関係者の比較優位を十分に利用することができ

ない。貿易がある程度まで発展すれば、商品輸

入国の関税ないし非関税障壁の制約に引っかか

る。したがって、今の中国はまだ輸出貿易の効

果が高い段階に位置しているが、貿易障壁を回

避し、国際市場シェアと国内産業構造高度化を

維持・拡大するため、中国企業にとって、商品

輸出から FDIへの転換を実現することが急務

である。

周知のように、改革・開放政策と「走出去」

政策を実施して以来、中国の外資導入と FDI

とも目覚しい成果を遂げた。特に外国直接投資

の受入れの面において発展途上国の前列に位置

している。さらに、２００２年、２００３年と２００４年は

３年連続して外国直接投資を最も多く受入れ国

となった。しかしながら、ここ数年中国の外資

流入額と対外直接投資額を比較してみれば、外

資受入額が多く、対外直接投資額が少ないこと

が判明できる。FDI流出入のアンバランスは鮮

明的な「資本流出入ギャップ」の形成に導いた。

このような非常に不均衡で、かつ一方通行な資

本流動様式は中国対外開放の発展に不利であ

る。統計データから分かるように、主要先進国

における外資流入額と対外直接投資流出額の比

率は１：１．１１で、発展途上国は１：０．４７であ

る。一方、中国における２００８年の当該比率は１：

０．４３であった。

１９９１年から２００８年の１８年間、中国における外

資流入額と対外直接投資額とのギャップが大き

かった。差額は１９９１年の３４．０１億米ドルから２００８

年の５１７．４５億米ドルまで１５倍以上増加した。外

資受入れの規模と比べてみれば、中国の FDI

はかなり遅れている。このように「引 来」（外

資導入）と「走出去」とのアンバランスを調整

しないと、一連の経済問題を引き起こすことが

考えられる。「引 来」戦略だけに頼ると、先

進国とその多国籍企業のグローバル戦略を受け

表２ 中国の FDI、外資利用、輸出貿易額と輸出依存度比較表 単位：億米ドル

年 商品輸出額 外資利用額
対外投資額
（中国側）

輸出依存度
ギャップ
（流出－
流入）

資本輸出／
商品輸出

対外投資／
外資利用

１９９１ ７１９ ４３．６ ７．５９ ２７．５％ ‐３４．０１ １％ １／０．１７４

２００１ ２，６６２ ４６８．８ ７．０７ ２０．１％ ‐４６１．７３ ０．３％ １／０．０１５

２００２ ３，２５６ ５２７．４ ９．８３ ２２．４％ ‐５１７．６ ０．３％ １／０．０１９

２００３ ４，３８４ ５３５．５ ２０．８７ ２６．７％ ‐５１４．１８ ０．５％ １／０．０３９

２００４ ５，３９４ ６０６．３ ５５．７ ２７．９％ ‐５５０．６ １％ １／０．０９２

２００５ ７，６２０ ６０３．０ １２２．６ ３４．６％ ‐４８０．４ １．６％ １／０．２００

２００６ ９，６９１ ６９４．７ １６１．３ ３８．３％ ‐５３３．４ １．７％ １／０．２３２

２００７ １２，１８０ ８３５．２１ ２４８．４ ３７．１５％ ‐５８６．８１ ２．０％ １／０．２５０

２００８ １４，２８５ ９２３．９５ ４０６．５ ３２．５９％ ‐５１７．４５ ２．８％ １／０．４３０

出所：『中国対外経済貿易年鑑』、中国商務部 HPより作成。
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入れなければならない。経済グローバル化とグ

ローバルバリューチェーン分業において、有利

な位置に占めることができない。積極的に国際

分業に参与し、進んで「走出去」戦略を実施、

FDIを促進、グローバル視点から資源配分の「パ

レート最適」と経済発展構造を考慮、グローバ

ル範囲内で市場を開拓・利用、グローバル範囲

内で経済構造の調整・移転・レベルアップを促

進することこそ、経済グローバル化における世

界産業構造調整移転のチャンスを掴むことがで

き、国内経済の安定・健全な発展を促進するこ

とができる。

一方、国連貿易開発会議（UNCTAD）の『２００９

年世界投資報告書』によると、２００８年世界の FDI

総額は１６，９７０億米ドルで、残高は１５６，５３８億米

ドルであった。このデータを基数として測定し

てみれば、２００８年中国企業による FDIはそれ

ぞれ世界 FDI総額と残高の２．３９％と０．８９％を

占めていた。アメリカ、イギリス、日本などの

先進国と比べてみれば、中国企業の FDIはま

だ比較的に弱い立場にある１２）１３）。

上述の実情と比較データは中国企業の FDI

が全体的に経験不足で、かつアンバランスとい

う特性を表している。言い換えれば、中国は FDI

を普及させる条件が揃わない。即ち、中国はア

メリカのような独占優位企業も、日本のような

海外へ移転する必要な比較優位産業も有してい

ない。しかしながら、中国企業の国際競争力は

単純な国内市場競争で高めることができず、欧

米先端技術と経験の習得に頼りきることもでき

ない。積極的に「走出去」、FDIを展開し、国

際経済競争のステージで体験して、スキルアッ

プする必要がある。

従って、経済のグローバル化に挑戦し、中国

企業の質を高め、国際的な多国籍企業へ成長さ

せ、よりよく海外の資源・資金と技術を利用す

るため、中国企業はいち早く世界へ出て、学習・

経験・競争の中で成長する必要がある１４）。中国

企業の FDIの戦略要因は、主に市場志向型、

資源志向型と学習志向型であり、狙いは国際市

場への参入を通して競争力を高めることであ

る。このような学習効果と経験効果を求める企

業の FDIの促進要因は、アメリカ、日本の多

国籍企業の資本輸出と根本的に違う。海外に進

出した多くの中国企業の対外投資の狙いは投資

利潤の極大化と資源支配ではない。海外市場の

確保・拡大、自然資源の獲得は一部の中国企業

海外投資の狙いだろうが、先進国とはかなり違

う。輸出で市場を拡大し、国際貿易摩擦回避志

向と自然資源志向の中国企業の多くは海外で合

資様式を活かして、合資相手を通して販売チャ

ネルの開拓、資源の開発を行うか投資受入国経

由で第三者へ商品を輸出入する。一般的に、先

進国多国籍企業のように意図的に受入国の資源

あるいは市場を支配することをしない。このよ

うに、中国企業は積極的に FDIを行い、その

役割も顕著である。中国企業は FDIを行うと

き、受入国の経済、市場、民族工業及び重要産

業部門に対する支配をせず、正規経営を通し

て、ウィンウィンの理念に基づいて、公平競争

で海外市場の拡大、自然資源の獲得、先端技術

の学習を行うことが目的である。

�．終わりに

上述のように、先進国企業の FDIは独占的

優位性説と比較的優位性説などを理論ベースと

して、国際産業構造高度化を背景に行う。国際

産業構造高度化の実現はミクロ経済主体による

国際生産体系の構築に有利に働く。国際市場

シェアの拡大、海外利潤の極大化、進出国資源

に対する支配は企業対外投資の主な促進要因で

長崎県立大学東アジア研究所『東アジア評論』第３号（２０１１．３）
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ある。

一方、中国は発展途上国として産業構造高度

化の荷がまだ重く、産業のレベル、企業の国際

競争力もまだ低い。先進国と比べてみると、現

段階の中国企業の FDIは国際産業構造高度化

の条件と優位に恵まれていないことが現実であ

る。さらに、アメリカのような独占的優位産業

も、日本のような比較的優位産業も有していな

い。それゆえに、国際生産体系の構築によって、

国際産業構造高度化を促進する必要がある。中

国にとって、国際産業構造の優位は FDIの結

果であり、前提ではない１５）。このような特殊な

マクロ経済の背景の下で、中国企業 FDIの主

な動機は自分自身の国際競争力の学習・向上、

国際産業構造の高度化・調整である。中国企業

は小規模技術、適応技術、民族特色技術を有し

ているため、企業の FDIは独占性、高利潤性、

対抗性と支配性がなく、アメリカなど欧米先進

国の FDIと根本的に違う。
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プログラム補助金（課題番号２０１０B
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グラム補助金（課題番号 FJG１０‐０１７）、

２０１０年福建省泉州市優秀人材育成プロ

グラム補助金（課題番号１０A１１）及び

２０１１年中国国家社会科学育成補助金（課

題番号 JB‐SK１１０２）の交付を受けて

行った研究成果の一部である。
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